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研究成果の概要（和文）：地方公共団体の男女共同参画計画および男女共同参画拠点施設の評価の実態と課題を明らか
にし、計画と拠点施設を相乗的に活かし相俟って男女共同参画政策としての成果を高め得る評価のしくみを見出すこと
を目的に、質問紙による全国調査（1年目）と、インタビューによる事例研究（2年目）を行った。男女共同参画計画と
男女共同参画拠点施設を密に関連づけた体制を採ることが評価を活かすための前提であること、異なる性質の指標の混
在の解消が急務であること、評価水準は設定されていても各水準の定義が不十分であったり、水準判定の基準が設定さ
れていないことが多いという問題があること等が見出された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify actual state and problems of evaluation on
 basic plans and facilities for gender equality of local governments,and to find out effective evaluation 
system of policy and administration for gender equality. In order to accomplish these purposes,we carried 
out a nationwide survey(2011) and an interview investigation(2012).Through these investigations, the impor
tance of close correlation between basic plan for gender equality and facility for gender equality,the nee
d to break off mixture of various different indexes,and the need of the evaluation standard setting,not on
ly definition of evaluation level were clarified.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
男女共同参画社会基本法（1999）の施行に

より地方公共団体の男女共同参画社会形成

のための計画の策定･実施が進み、その実施

管理に評価が組み込まれるようになった。一

方、地方自治法の一部を改正する法律（2007）

で制度化された指定管理者制度の導入後と

くに、地方公共団体の男女共同参画拠点施設

の管理運営にも評価が組み込まれるように

なった。こうした計画の策定･実施、拠点施

設の管理運営とそれらに伴う点検・評価活動

の実動の量に比べると、これら地方公共団体

男女共同参画政策ましてやその管理・評価に

根拠となる知見ひいては理論を提供する研

究、とくに実証研究は殆ど為されていない。 

研究代表者、研究分担者、研究協力者は、2009 

年に「男女共同参画評価研究会」を発足させ、 

実践と研究の還流を通じて、計画や拠点施設 

機能の管理・評価の体制や手法を検討してき 

た。この研究会活動の中で、次のような課題 

認識が生成され、本研究が発意された。 

・全国の地方公共団体で、男女共同参画政策 

の手段の両輪である計画と拠点施設機能が、 

それぞれ目標達成に向けてどのように管 

理・評価されているのか、・計画の管理・評 

価と拠点施設機能の管理・評価がどのような 

関係にあるのか、どのように関係づけられれ 

ばより有効なのか、・拠点施設は、管理運営 

上必要な自己点検のほか、施設所管課をはじ 

め地方公共団体の複数の部門から複数の点 

検・評価を受けていることが少なくない。拠 

点施設は、それをどのようにとらえ、どのよ 

うに対応しているのか。 

 
２．研究の目的 
本研究は次のことを明らかにするために

実施された。「男女共同参画社会基本法」

（1999）施行後の地方公共団体の、 

① 男女共同参画計画の評価の実態と課題、 

② 男女共同参画拠点施設の評価の実態と課 

題、男女共同参画計画の評価と男女共同参画

拠点施設の評価の関係の実態と課題、③男女

共同参画計画と男女共同参画拠点施設を相

乗的に活かし、相俟って男女共同参画政策と

しての成果を高め得る評価のしくみ。 

 
３．研究の方法 
(1)質問紙調査（23 年度） 

全国の地方公共団体で、男女共同参画社会形

成のための計画の実施過程と拠点施設の機

能がどのように管理され、管理の手法として

評価がどのように用いられているのかにつ

いて、実態と課題を包括的に把握するために、

群馬パース大学研究倫理審査を経て、男女共

同参画計画と男女共同参画拠点施設を共に

もつ地方公共団体の男女共同参画課 325、拠

点施設 331 を対象に、以下内容から成る調査

票調査を実施した。①男女共同参画計画の実

施管理・拠点施設の機能管理における評価実

施有無、②評価方法の構築主体、③評価の実

施主体と種類、④業務上最も重要な評価、⑤

業務上最も重要な評価の目的・手法・実施方

法・指標・結果の使途、⑥評価実施の職員へ

の影響、 ⑦複数の評価を行う意味、⑧評価

を行っていない理由、⑨評価結果の公表の有

無、⑩評価・測定に関する課題。 

(2)インタビューによる事例研究（24年度） 

質問紙調査の結果から抽出された進行管 

理・機能管理と評価の先進事例について、実

践に即して内容、運用、課題等を詳細に把握

することを目的に、群馬パース大学の研究倫

理審査の承認を経てインタビューによる事

例研究を実施した。第 1調査質問紙調査の回

答で、複数の評価を実施または受けている等

4要件を満たす拠点施設 17 施設と、それら施

設の所管課である男女共同参画担当課 17 課

（うち 1か所は拠点施設と一体）を、一定レ

ベル以上の評価が行われていると解して聴

取対象候補とした。これらのうち承諾が得ら

れた 5府県・4市男女共同参画担当課と 6府

県・4市拠点施設計 18 か所を対象とした。調



査内容は、①

評価の

における指標による量的評価と質的方法の

組み合せ方、

設定理由・根拠、

管理における評価と拠点施設の評

所要の手続きを経て、各対象に

の半構造化インタビューを行い、筆記により

記録した。記録に基づいて「聴取内容のまと

め」および「評価マップ」を作成した。

に、各「聴取内容のまとめ」から評価に関す

る記述のみを抽出し、評価に関する公表資料

の情報と統合して、事例に含まれる評価活動

の詳細を、共通の項目について整理した

動１葉の「評価分析シート」

を評価マップとともに分析資料とした。

４．研究成果
(1)質問紙調査

有効回答率は男女共同参画所管課

（80.3%

（58.2%

①男女共同参画所管課調査

・回答のあった

が「男女共同参画計画の進捗管理」としての

評価を行っている。

・評価の主な目的は、事業等が男女共同参画

社会の実現にとって「有効」かどうか、ま

た事業等が「効率的」に実施されているかを

点検することである。

・評価の手法は、主に定量的情報または評価

と定性的情報または分析を組み合わせた

合評価

容は、①実施している評価の全体像、②

評価の体制、対象･内容･方法の概要、

における指標による量的評価と質的方法の

組み合せ方、④評価における評価基準とその

設定理由・根拠、

管理における評価と拠点施設の評

所要の手続きを経て、各対象に

の半構造化インタビューを行い、筆記により

記録した。記録に基づいて「聴取内容のまと

および「評価マップ」を作成した。

各「聴取内容のまとめ」から評価に関す

る記述のみを抽出し、評価に関する公表資料

の情報と統合して、事例に含まれる評価活動

の詳細を、共通の項目について整理した

動１葉の「評価分析シート」

を評価マップとともに分析資料とした。

評価マップ（静岡県を例示）

４．研究成果 
質問紙調査 

有効回答率は男女共同参画所管課

80.3%）、男女共同参画拠点

58.2%）であった。

①男女共同参画所管課調査

回答のあった 261

が「男女共同参画計画の進捗管理」としての

評価を行っている。

評価の主な目的は、事業等が男女共同参画

社会の実現にとって「有効」かどうか、ま

た事業等が「効率的」に実施されているかを

点検することである。

評価の手法は、主に定量的情報または評価

と定性的情報または分析を組み合わせた

合評価である。 

実施している評価の全体像、②

体制、対象･内容･方法の概要、

における指標による量的評価と質的方法の

評価における評価基準とその

設定理由・根拠、⑤男女共同参画計画の進行

管理における評価と拠点施設の評

所要の手続きを経て、各対象に

の半構造化インタビューを行い、筆記により

記録した。記録に基づいて「聴取内容のまと

および「評価マップ」を作成した。

各「聴取内容のまとめ」から評価に関す

る記述のみを抽出し、評価に関する公表資料

の情報と統合して、事例に含まれる評価活動

の詳細を、共通の項目について整理した

動１葉の「評価分析シート」を作成し、これ

を評価マップとともに分析資料とした。

評価マップ（静岡県を例示）

有効回答率は男女共同参画所管課

、男女共同参画拠点

であった。 

①男女共同参画所管課調査 

261 地方公共団体の

が「男女共同参画計画の進捗管理」としての

評価を行っている。 

評価の主な目的は、事業等が男女共同参画

社会の実現にとって「有効」かどうか、ま

た事業等が「効率的」に実施されているかを

点検することである。 

評価の手法は、主に定量的情報または評価

と定性的情報または分析を組み合わせた

 

実施している評価の全体像、②

体制、対象･内容･方法の概要、③評価

における指標による量的評価と質的方法の

評価における評価基準とその

男女共同参画計画の進行

管理における評価と拠点施設の評価の関係

所要の手続きを経て、各対象に 1～1.5 時間

の半構造化インタビューを行い、筆記により

記録した。記録に基づいて「聴取内容のまと

および「評価マップ」を作成した。さら

各「聴取内容のまとめ」から評価に関す

る記述のみを抽出し、評価に関する公表資料

の情報と統合して、事例に含まれる評価活動

の詳細を、共通の項目について整理した 1

を作成し、これ

を評価マップとともに分析資料とした。 

評価マップ（静岡県を例示） 

有効回答率は男女共同参画所管課 261

、男女共同参画拠点施設 191

地方公共団体の 8割以上

が「男女共同参画計画の進捗管理」としての

評価の主な目的は、事業等が男女共同参画

社会の実現にとって「有効」かどうか、ま

た事業等が「効率的」に実施されているかを

評価の手法は、主に定量的情報または評価

と定性的情報または分析を組み合わせた

実施している評価の全体像、②

評価

における指標による量的評価と質的方法の

評価における評価基準とその

男女共同参画計画の進行

価の関係。 

時間

の半構造化インタビューを行い、筆記により

記録した。記録に基づいて「聴取内容のまと

さら

各「聴取内容のまとめ」から評価に関す

る記述のみを抽出し、評価に関する公表資料

の情報と統合して、事例に含まれる評価活動

1活

を作成し、これ

 

 

261 件

191 件

割以上 

が「男女共同参画計画の進捗管理」としての 

評価の主な目的は、事業等が男女共同参画

社会の実現にとって「有効」かどうか、ま 

た事業等が「効率的」に実施されているかを

評価の手法は、主に定量的情報または評価

と定性的情報または分析を組み合わせた総

・指標は、「計画」が目標達成に向けて予定

通り進められているのか、「事業」がどのく

らい実施されたのかという、進捗管理に係わ

る指標が使われている傾向にあり、予算や組

織に係わる指標の採用率は低かった。

・評価結果の使途は、計画の進捗管理、次い

で事業の改善であった。

・複数の評価に取り組む地方公共団体では、

複数の評価を相互補完的に活用できる等積

極的な回答が、作業負担等消極的な回答を上

回った。

・評価に関する課題としては、主に評価実務

に関する課題が、他に、行政による評価と

拠点施設の評価の関連に係わる課題、地方公

共団

置づけに関する課題が挙げられた。

②地方公共団体男女共同参画拠点施設調査

・回答のあった

かの評価を実施または受けていたが、その割

合は、政令指定都市設置の施設でとくに高く、

市町村施設で低かった。

・評価の目的は主に「施設設置目的の実現に

事業等が有効か確認する」ことであった。

・指標は、成果の指標では事業「参加者の満

足度」、実施結果の指標では、施設の「性別

利用者・利用件数」、実施の指標では「事業

実施数」が多く用いられていた。

・約

と定性的情報または分析を組み合わせた

合評価が行われていた。

・評価結果は、主に「拠点施設としての事業・

活動の改善」に用いられていた。

・「評価を行っていない」と回答した施設の

その理由は「自治体から求められていない」、

「資源が少なく、評価に着手する余地がない」

等であった。

・評価の課題として、施設の設置目的に即し

た事業・活動の実質に踏み込むことなく、

用者数・参加者数等の、管理上のアウトプッ

ト指標の値のみを問う外部評価のあり方や

指標は、「計画」が目標達成に向けて予定

通り進められているのか、「事業」がどのく

らい実施されたのかという、進捗管理に係わ

る指標が使われている傾向にあり、予算や組

織に係わる指標の採用率は低かった。

評価結果の使途は、計画の進捗管理、次い

で事業の改善であった。

複数の評価に取り組む地方公共団体では、

複数の評価を相互補完的に活用できる等積

極的な回答が、作業負担等消極的な回答を上

回った。 

評価に関する課題としては、主に評価実務

に関する課題が、他に、行政による評価と

拠点施設の評価の関連に係わる課題、地方公

共団体行政における男女共同参画施策の位

置づけに関する課題が挙げられた。

地方公共団体男女共同参画拠点施設調査

回答のあった

かの評価を実施または受けていたが、その割

合は、政令指定都市設置の施設でとくに高く、

市町村施設で低かった。

評価の目的は主に「施設設置目的の実現に

事業等が有効か確認する」ことであった。

指標は、成果の指標では事業「参加者の満

足度」、実施結果の指標では、施設の「性別

利用者・利用件数」、実施の指標では「事業

実施数」が多く用いられていた。

約 3分の 2の施設で

と定性的情報または分析を組み合わせた

合評価が行われていた。

評価結果は、主に「拠点施設としての事業・

活動の改善」に用いられていた。

「評価を行っていない」と回答した施設の

その理由は「自治体から求められていない」、

「資源が少なく、評価に着手する余地がない」

等であった。 

評価の課題として、施設の設置目的に即し

た事業・活動の実質に踏み込むことなく、

用者数・参加者数等の、管理上のアウトプッ

ト指標の値のみを問う外部評価のあり方や

指標は、「計画」が目標達成に向けて予定

通り進められているのか、「事業」がどのく

らい実施されたのかという、進捗管理に係わ

る指標が使われている傾向にあり、予算や組

織に係わる指標の採用率は低かった。

評価結果の使途は、計画の進捗管理、次い

で事業の改善であった。 

複数の評価に取り組む地方公共団体では、

複数の評価を相互補完的に活用できる等積

極的な回答が、作業負担等消極的な回答を上

評価に関する課題としては、主に評価実務

に関する課題が、他に、行政による評価と

拠点施設の評価の関連に係わる課題、地方公

体行政における男女共同参画施策の位

置づけに関する課題が挙げられた。

地方公共団体男女共同参画拠点施設調査

回答のあった 191 施設の

かの評価を実施または受けていたが、その割

合は、政令指定都市設置の施設でとくに高く、

市町村施設で低かった。 

評価の目的は主に「施設設置目的の実現に

事業等が有効か確認する」ことであった。

指標は、成果の指標では事業「参加者の満

足度」、実施結果の指標では、施設の「性別

利用者・利用件数」、実施の指標では「事業

実施数」が多く用いられていた。

の施設で定量的情報または評価

と定性的情報または分析を組み合わせた

合評価が行われていた。 

評価結果は、主に「拠点施設としての事業・

活動の改善」に用いられていた。

「評価を行っていない」と回答した施設の

その理由は「自治体から求められていない」、

「資源が少なく、評価に着手する余地がない」

 

評価の課題として、施設の設置目的に即し

た事業・活動の実質に踏み込むことなく、

用者数・参加者数等の、管理上のアウトプッ

ト指標の値のみを問う外部評価のあり方や

指標は、「計画」が目標達成に向けて予定

通り進められているのか、「事業」がどのく

らい実施されたのかという、進捗管理に係わ

る指標が使われている傾向にあり、予算や組

織に係わる指標の採用率は低かった。 

評価結果の使途は、計画の進捗管理、次い

複数の評価に取り組む地方公共団体では、

複数の評価を相互補完的に活用できる等積

極的な回答が、作業負担等消極的な回答を上

評価に関する課題としては、主に評価実務

に関する課題が、他に、行政による評価と

拠点施設の評価の関連に係わる課題、地方公

体行政における男女共同参画施策の位

置づけに関する課題が挙げられた。 

地方公共団体男女共同参画拠点施設調査

施設の 6割余りが、何ら

かの評価を実施または受けていたが、その割

合は、政令指定都市設置の施設でとくに高く、

評価の目的は主に「施設設置目的の実現に

事業等が有効か確認する」ことであった。

指標は、成果の指標では事業「参加者の満

足度」、実施結果の指標では、施設の「性別

利用者・利用件数」、実施の指標では「事業

実施数」が多く用いられていた。 

定量的情報または評価

と定性的情報または分析を組み合わせた

評価結果は、主に「拠点施設としての事業・

活動の改善」に用いられていた。 

「評価を行っていない」と回答した施設の

その理由は「自治体から求められていない」、

「資源が少なく、評価に着手する余地がない」

評価の課題として、施設の設置目的に即し

た事業・活動の実質に踏み込むことなく、

用者数・参加者数等の、管理上のアウトプッ

ト指標の値のみを問う外部評価のあり方や

指標は、「計画」が目標達成に向けて予定

通り進められているのか、「事業」がどのく

らい実施されたのかという、進捗管理に係わ

る指標が使われている傾向にあり、予算や組

 

評価結果の使途は、計画の進捗管理、次い

複数の評価に取り組む地方公共団体では、

複数の評価を相互補完的に活用できる等積 

極的な回答が、作業負担等消極的な回答を上

評価に関する課題としては、主に評価実務

に関する課題が、他に、行政による評価と 

拠点施設の評価の関連に係わる課題、地方公

体行政における男女共同参画施策の位
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割余りが、何ら 

かの評価を実施または受けていたが、その割 

合は、政令指定都市設置の施設でとくに高く、 

評価の目的は主に「施設設置目的の実現に

事業等が有効か確認する」ことであった。 

指標は、成果の指標では事業「参加者の満

足度」、実施結果の指標では、施設の「性別

利用者・利用件数」、実施の指標では「事業

定量的情報または評価

と定性的情報または分析を組み合わせた総

評価結果は、主に「拠点施設としての事業・

「評価を行っていない」と回答した施設の

その理由は「自治体から求められていない」、

「資源が少なく、評価に着手する余地がない」

評価の課題として、施設の設置目的に即し

た事業・活動の実質に踏み込むことなく、利

用者数・参加者数等の、管理上のアウトプッ

ト指標の値のみを問う外部評価のあり方や



評価者の姿勢、自治体行政との認識の違いな

どが挙げられた。 

 
(2) インタビューによる事例研究 

 「評価分析シート」を用い、各計画進行管

理事例・施設運営管理事例としての、また評

価活動単位での先進性、積極的特徴を抽出し

た。本調査は 18 事例 24評価活動の事例調査

であり、数を論じ得ないことは言うまでもな

い。抽出された各事例・各評価活動の積極的 

特徴の重ね合わせから、男女共同参画計画と

男女共同参画拠点が相俟って成果をあげる

評価のあり方として見出された事項中、本報

告では 3点について概要を記し、他および詳

細は研究成果報告書（内藤、山谷、高橋 2014）

に委ねる。 

①男女共同参画政策として成果を上げる計

画と拠点施設機能の組合せ 

計画の進行管理における評価と拠点施設

の評価が相乗的に活かされている地方公共

団体では、計画と拠点施設を深く関連づける

組織体制が採られている〔静岡県、松戸市他〕。

また、男女共同参画計画への拠点施設の位置

づけ方にも優位性が見出された。すなわち、

構成上も運用上も拠点施設の事業が計画に

深く包摂されている〔松戸市、川崎市施設〕、

拠点施設が個別の計画掲載事業の担当部門

となるだけでなく、事業に分解されない拠点

施設機能全体を基本計画の施策以上の階層

に位置付け、施策として拠点機能の発揮に取

り組む〔秋田県施設、さいたま市、静岡県、

名古屋市施設、広島県、松戸市、三重県〕等

である。 

②男女共同参画計画の進行管理と拠点施設

の機能管理における評価の性格 

 本調査で聴取した評価活動は、計画期間・ 

委託期間終了時に期間全体を振り返って行 

われたプログラム評価に準じる評価の事例 

が 3例〔大阪府、三重県、川崎市施設〕あっ 

たほかはすべて、計画期間・委託期間中毎年 

行われる「業績測定」で、かつそれが「評価」 

と認識されていた。プログラム評価は、プ 

ログラムが想定通り進み、狙ったアウトカ 

ムを生み出したか、そうでなければ原因は 

何かを厳密に知るために、統計学等の科学 

的手法を用いて行う評価手法、一方、業績 

測定は、評価対象の施策や事業に設定した指 

標によって当該施策・事業の結果であるアウ 

トカム（成果）とその効率を定期的に測定・ 

把握することである。 

こうして聴取事例のほとんどを占めた業

績測定として、次のような事例が注目された。 

・対象―事業/施策/計画全体、方法―定量的

評価と定性的方法、主体‐事業担当課・自施   

設/男女共同参画所管課/外部、と多面的・多 

元的な点検・評価を組み合わせ、総合的な点 

検・評価の体系が構築されている〔業績測定 

型評価ではとくに静岡県、静岡県施設、名古 

屋市施設。プログラム評価に準じる大阪府〕、            

・実施単位である各事業を、定量的評価と定 

性的方法を組み合わせた多面的点検・評価に   

よって、徹底管理する（実施の管理に徹する

執行中評価）〔さいたま市、松戸市〕、 

・外部の評価者による、周到な情報収集に基

づく事実の特定と明確な基準による価値判

断から成り、プログラム評価に通じる性格を

備える〔盛岡市（施設指定管理評価）〕。 

③指標 

 指標は「直接には数量として現れない現象

を間接的な手法で数量化したもの」のうち

「１つの要素（一次式）から成るもの」であ

る（見田他編 1988,p68）。ここでは、男女共

同参画計画や拠点施設機能の実施の状況と

結果、成果を数量的に可視化するものである。 

③-1 政策指標と管理指標―評価体系の中で

の役割に着目した、政策・施策の成果を表わ

す「成果指標」と、事業・施策の実施状況を

表わす「行政活動指標」の区分とは別に、山

谷は、指標そのものの性質によって、事例に

設定されている指標を「政策を検証評価する

制度に必要」な「政策の目標とその達成度合



を分かりやすく示す」「政策指標」と、施策・

事業の実施を管理するための「アウトプット

指標」（管理指標）を区別・対置させている

（山谷 2006：156）。男女共同参画計画や男

女共同参画拠点施設の事業計画の目標達成

に向けた進行管理において、成果は、計画を

構成する施策体系の上位で点検・管理され、

実施は、体系の最下層、実際の実施単位であ

る事業の次元で点検・管理される。点検・管

理のために指標を用いる場合、上位の施策階

層に設定される「成果指標」は、当然に「政

策指標」である。一方、実施管理のために事

業の次元に設定される「行政活動指標」は、

事業の実施結果の指標「アウトプット指標」

であることが多く、時に実施（インプット）

の指標であることも少なくない。しかし、

たとえば事業等実施数・開催数等インプッ

トの指標はもちろん、たとえば利用者数・

参加者数のような「アウトプット指標」も、

その事業が施策・政策・計画の目標達成や

施設使命の実現にどのように貢献できたの

かを確かめるには甚だ限界がある。施策次

元だけでなく事業次元でも、目標達成・成

果追求につながるよう事業実施を管理する

ためには「アウトプット指標」だけでなく

「政策指標」が設定されることが望ましい。

聴取事例に用いられていた指標の中には、

「受講料を助成した技能習得講座等受講者

のうち受講後就労に結びついた女性人数」、

「女性センター運営協議会からの改善につ

ながった意見数」〔松戸市〕等、事業次元の

「政策指標」と解される指標が散見された。 

③-2 指標の成熟へ――表わすべきものを 

精確に表わす有用な指標とは、妥当性と信 

頼性のある指標である。さらに、指標にお 

ける目標値の根拠や性格の明示、目標達成 

に影響を及ぼす外部要因の把握、性格の異 

なる指標の区別等がきちんと為されてこそ 

それら指標は活かされる。本調査で聴取記 

述された事例においてなお、「アウトプット 

指標」への依存、施策によって目標達成を 

めざし得る指標と施策以外の要因の関与が 

大きい指標、成果指標と行政活動指標、フ 

ローの指標とストックの指標、指標と定性 

的情報の混在など、指標自体の妥当性・信 

頼性においても指標の運用の精緻さにおい 

ても未だ課題が大きいと感じる。各地方公 

共団体における男女共同参画に関する情報、 

各拠点施設における活動機能に関する情報 

の増設・整備、経年比較、比較可能性が高 

い指標の抽出・創出による自治体間比較等 

を通じて、男女共同参画指標とその運用の 

成熟をはかっていく必要がある。 
④評価水準の定義と基準 

たとえば、ABCD で評価水準が表わされ、

Aが「大いに進んだ」、Bが「ある程度進ん

だ」、Cが「少し進んだ」、Dが「あまり進ん

だとはいえない」と定義されている場合、

何をもって“大いに”“ある程度”“少し”

“あまり”とするのかを定めるのが評価基

準である。24 評価事例中、評価水準が定義

され、指標値の範囲が指定され、かつ評価

基準が設定されていたのは 2事例のみであ

った〔静岡県、盛岡市施設指定管理者評価〕。 

評価基準が設定されず、各評価水準に対応

する指標値の範囲の設定や判断理由の記述

で代えられている事例も少なくなかった。 

ある評価水準と判断されるのはどのような

状態なのかが特定されていなければ、判断

が恣意その他の外部要因に左右されて変動

してしまう可能性があり、評価結果が正確

でなくなる。具体的で明確な評価基準の設

定は必須である。 

(4)本調査研究を踏まえた研究課題 

本研究は、男女共同参画行政・男女共同

参画拠点施設管理運営の実践と不即不離に

関連づけられること、および、計画と拠点

施設を関連づけ包括して男女共同参画施

策・行政と見る課題枠組みを踏襲すること

を前提に、少なくとも以下の研究へと展開



される必要がある。 

①評価の先進事例における成果の検証 

 本研究事例研究を通じて、男女共同参画

施策（計画）と男女共同参画拠点施設にお

ける評価の先進事例、および事例の重ね合

わせから、施策推進に資する評価の原則的

事項が抽出された。これらを体現している

評価の先進事例における男女共同参画推進

上の成果を検証し、優れた評価の取組みが、

全国または他地方公共団体と比べて経年的

にどのような成果を生んでいるのかを明ら

かにする必要がある。 

②男女共同参画指標とその運用の成熟に資

する研究 

本研究を通じて、指標の設定と運用にな

お課題が大きいことが明らかになった。・各

地方公共団体における男女共同参画に関す

る情報、各拠点施設における活動機能に関

する情報の増設整備、・経年比較、・算出方

法の共通化が可能・機関/団体が置かれてい

る条件や特徴の違いによって決定的な影響

を受けない等比較可能性が高い指標の抽

出・創出による地方公共団体間比較等を通

じて、男女共同参画指標とその運用の成

熟・精緻化をはかっていく必要がある。こ

れは男女共同参画分野のベンチマーキング

にもつながり得る。 
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